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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第２四半期連結
累計期間

第62期
第２四半期連結

累計期間
第61期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 59,876 60,377 128,785

経常利益 （百万円） 3,563 2,316 8,470

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,119 725 4,970

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,232 785 5,190

純資産額 （百万円） 57,800 56,026 60,626

総資産額 （百万円） 89,204 87,107 95,932

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 45.49 16.78 106.68

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 64.8 64.3 63.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 3,157 750 8,608

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,443 △2,027 △3,393

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 177 △5,354 △1,137

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 29,121 24,684 31,321

 

回次
第61期

第２四半期連結
会計期間

第62期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）
（円） 26.82 △8.89

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社をいう。）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社をい

う。以下同じ。）が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策を背景に円安及び株高基調が継続し、企業

収益や雇用環境に改善がみられたものの、消費税増税による駆け込み需要の反動や夏場の天候不順なども影響して個

人消費が低迷し、先行き不透明な状況で推移いたしました。

住宅設備機器業界におきましては、新設住宅着工戸数が駆け込み需要の反動により、平成26年３月より連続して前

年同月を下回り、厳しい状況となっております。

このような中で当社グループは、平成26年９月にシステムキッチン「ラクエラ」をデザイン性を向上させてリ

ニューアルし、発売いたしました。

販売面では、大切な顧客接点であるショールームでの価値提供強化を図るために、全国101ヶ所のショールームを

活用した新商品フェアを実施し、当社の会員登録制組織「水まわり工房」加盟店をはじめとした流通パートナーとの

連携も深めながら、需要の拡大、獲得に努めてまいりました。

生産面では、東西の生産バランス再編を踏まえながら、引き続きＶＥ活動を推進し、原価低減に努めました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高を部門別にみますと、厨房部門では、システムキッチン「Ｓ．

Ｓ．」は数量、金額とも増、「クリンレディ」は数量、金額とも減、「ラクエラ」は数量、金額とも大幅増となりま

した。この結果、厨房部門の売上高は前年同期比3.3％増の471億５千１百万円となりました。

浴槽・洗面部門では、システムバスルーム「アクリアバス」は数量、金額とも大幅減、「ユアシス」は数量、金額

とも減、洗面化粧台においては数量、金額とも減となりました。この結果、浴槽・洗面部門の売上高は前年同期比

11.2％減の102億２千７百万円となりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、前年同期比0.8％増の603億７千７百万円となりました。利益

面では営業利益は同33.1％減の25億１千７百万円、経常利益は同35.0％減の23億１千６百万円、四半期純利益は、厚

生年金基金解散損失引当金繰入額を計上したこともあり、同65.8％減の７億２千５百万円となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ66億３

千７百万円（21.2％）減少して246億８千４百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、営業活動によって得られた資金は７億５千万円（前年同期比76.2％減）とな

りました。これは税金等調整前四半期純利益が13億８千万円、減価償却費14億２千７百万円、厚生年金基金解散損失

引当金の計上８億９千３百万円、売上債権の減少47億５百万円等があった一方、たな卸資産の増加12億４千１百万

円、仕入債務の減少13億８千６百万円、未払金の減少16億３千６百万円、法人税等の支払額32億４千８百万円があっ

たこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、投資活動の結果使用した資金は20億２千７百万円（前年同期比40.5％増）と

なりました。これは生産設備の増設及び改修等により有形固定資産の取得による支出が12億７千７百万円、情報シス

テム構築に伴う無形固定資産の取得による支出が２億５千６百万円、有価証券の取得による支出が５億円あったこと

等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において、財務活動の結果使用した資金は53億５千４百万円（前年同期は１億７千７百

万円の獲得）となりました。これは自己株式の取得による支出41億１千５百万円、長期借入金の約定返済７億９千９

百万円、配当金の支払いが６億９千８百万円あった一方、短期借入金の純増が３億円あったこと等によるものです。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、５億９千６百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの連結売上高に占める厨房部門の売上高割合は、当第２四半期連結累計期間78.1％、前連結会計年度

77.1％となっております。消費税増税による駆け込み需要の反動もあり、新設住宅着工戸数は平成26年３月より連続

して前年同期比で下回るなど、リフォーム市場も含めて厳しい推移をみせており、消費の先行きは不透明な経済環境

の中、競合他社との競争が一層激化するものと思われます。このような状況下において、消費者ニーズに適宜対応で

きなかった場合、厨房部門のシステムキッチンの販売動向に影響し、当社グループの経営成績に影響を与えることが

考えられます。

当社グループは、『ステンレスエコキャビネット』を標準装備したシステムキッチン「クリンレディ」を中心とし

て、平成25年12月に『美コートワークトップ』を標準装備して新発売したシステムキッチン「Ｓ．Ｓ．」や平成26年

９月にデザイン性を向上させて発売したシステムキッチン「ラクエラ」など、付加価値の高い商品を市場に提供して

まいりました。併せて、大切な顧客接点であるショールームでの価値提供強化を図るために、全国101ヶ所のショー

ルームを活用したフェアを実施し、当社の会員登録制組織「水まわり工房」加盟店をはじめとした流通パートナーと

の連携も深めながら、需要の拡大、獲得に努めてまいりました。

当社グループの収益は、革新的な商品とサービスを提供することによっております。今後も継続して、当社独自の

画期的な新商品開発による他社との差別化ができるよう、産産・産学連携を含め積極的な体制をとってまいります。

 

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況につきましては、営業活動の結果得られた資金は、前年同期に比べ24億７百万円減少し、

７億５千万円となりました。

投資活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ５億８千４百万円増加し、20億２千７百万円となりました。

財務活動の結果使用した資金は、53億５千４百万円（前年同期は１億７千７百万円の獲得）となりました。

なお、詳細につきましては、第２［事業の状況］３［財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析］

(2)キャッシュ・フローの状況に記載しておりますのでご参照ください。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の資金は、前連結会計年度末より66億３千７百万円減少し、246億８千

４百万円となりました。

当社グループは、現在、運転資金及び設備投資資金について、内部留保資金又は借入により調達することとしてお

ります。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、高品質、高付加価値の革新的な商品を開発できると自負しており、また、市場に評価される新商

品を提供し、営業政策を通じて需要を創造し続けることが使命と認識しておりますが、競合他社動向を意識した新商

品開発に各社積極的になり、業界環境はさらに厳しさを増しております。この状況下で、先行優位、競争優位を維持

するために、常々商品の機能を強化し差別化に努めるとともに、商品開発期間の短縮も行っておりますが、商品のラ

イフサイクルも短縮化傾向にあり、開発コストの負担も増大しています。しかしながら、当社グループの将来の成長

は、革新的な商品とサービスの提供にあると確信しており、今後も業界の標準を変える様な商品を開発し、業績に繋

げてまいります。

また、当社グループは、ステンレスという素材を生かした他社にない商品づくりを特長のひとつとしております。

ステンレス等原材料価格高騰は、当社グループの業績へ影響を与える可能性がありますが、その影響を最小にする取

り組みを継続いたします。

さらに、生産の東西バランス再編を踏まえながら原価低減や全社的なコスト削減にも継続して努めてまいりたいと

考えております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000,000

計 130,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 46,942,374 46,942,374
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100

株であります。

計 46,942,374 46,942,374 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
  （株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
 （百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 46,942,374 － 13,267 － 12,351
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(6)【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社井上  東京都荒川区荒川１丁目50番18号 12,476 26.57

 日本トラスティ・サービス信託銀行

 株式会社
 東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,442 5.20

 クリナップ社員持株会  東京都荒川区西日暮里６丁目22番22号 1,963 4.18

 クリナップ真栄会  東京都荒川区西日暮里６丁目22番22号 1,887 4.02

 株式会社タカヤス  東京都荒川区荒川１丁目50番18号 1,829 3.89

 クリナップ共進会  東京都荒川区西日暮里６丁目22番22号 1,578 3.36

井上　けよ  東京都北区 1,133 2.41

ザ　バンク　オブ　ニューヨーク　

トリーティー　ジャスデック　アカ

ウント　

（常任代理人　株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）

 AVENUE DES ARTS,35 KUNSTLAAN,1040

 BRUSSELS,BELGIUM

 （常任代理人住所　東京都千代田区丸

 の内２丁目７番１号）

1,011 2.15

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 757 1.61

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 693 1.47

計 － 25,773 54.90

（注）１．上記のほか、当社所有の自己株式が5,351千株（11.39％）あります。

なお、自己株式には「株式付与ＥＳＯＰ信託口」が保有する301千株を含んでおります。

２．上記の所有株式数のうち、信託銀行の信託業務に係る株式数は、次の通りであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

信託口　　　　　　　　　902千株

信託口　　　　　　　　　319千株

信託口　　　　　　　　　220千株

信託口　　　　　　　　　215千株

信託口　　　　　　　　　214千株

信託口　　　　　　　　　211千株

信託口　　　　　　　　　205千株

信託口　　　　　　　　　153千株
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 5,351,100 3,011 －

完全議決権株式（その他） 普通株式 41,577,300 415,773 －

単元未満株式 普通株式　　　13,974 － －

発行済株式総数 46,942,374 － －

総株主の議決権 － 418,784 －

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、当社所有の自己株式が5,050,000株、日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口・75701口）が所有する自己株式が301,100株（議決権3,011個）含まれ

ております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

クリナップ株式会社
東京都荒川区西日暮

里６丁目22番22号
5,050,000 301,100 5,351,100 11.39

計 － 5,050,000 301,100 5,351,100 11.39

（注）他人名義で所有している理由等

従業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口・75701口、東京都港区浜松町２丁目11番３号）が保有しております。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次の通りであります。

 

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役兼
専務執行役員

コミュニケーション
部、法務・監査部、
総務部、人事部、経
理部、購買部、海外
事業部管掌

取締役兼
常務執行役員

コミュニケーション
部、法務・監査部、
総務部、人事部、経
理部、購買部、海外
事業部管掌

小島　輝夫 平成26年７月１日

取締役兼
専務執行役員

経営企画部、情報シ
ステム部、開発本
部、商品企画部管掌

取締役兼
常務執行役員

経営企画部、情報シ
ステム部、開発本
部、商品企画部管掌

小松　裕恒 平成26年７月１日

取締役兼
専務執行役員

生産本部長
取締役兼
常務執行役員

生産本部長 佐藤　 茂 平成26年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（自平成26年７月１日至平

成26年９月30日）及び第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日至平成26年９月30日）に係る四半期連結財務諸

表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている明和監査法人は平成26年７月１日付をもって仰星監査法人と合併し、

名称を仰星監査法人に変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 29,307 22,670

受取手形及び売掛金 27,290 19,769

電子記録債権 4,400 7,520

有価証券 2,013 2,713

商品及び製品 986 2,117

仕掛品 121 116

原材料及び貯蔵品 1,039 1,016

その他 2,617 2,593

貸倒引当金 △51 △44

流動資産合計 67,725 58,474

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,976 9,494

その他（純額） 11,630 11,374

有形固定資産合計 20,606 20,868

無形固定資産 2,148 2,115

投資その他の資産   

投資有価証券 3,135 3,117

その他 2,378 2,586

貸倒引当金 △61 △55

投資その他の資産合計 5,452 5,648

固定資産合計 28,206 28,632

資産合計 95,932 87,107
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,462 7,075

短期借入金 3,099 3,399

未払金 12,355 10,611

未払法人税等 3,280 690

賞与引当金 1,405 1,312

資産除去債務 6 7

その他 1,211 1,545

流動負債合計 29,822 24,643

固定負債   

長期借入金 1,569 769

退職給付に係る負債 1,089 1,927

役員退職慰労引当金 424 416

厚生年金基金解散損失引当金 － 893

資産除去債務 354 358

その他 2,045 2,071

固定負債合計 5,483 6,437

負債合計 35,306 31,080

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,267 13,267

資本剰余金 12,351 12,379

利益剰余金 34,222 33,646

自己株式 △224 △4,337

株主資本合計 59,616 54,955

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 620 735

為替換算調整勘定 55 37

退職給付に係る調整累計額 334 298

その他の包括利益累計額合計 1,010 1,070

純資産合計 60,626 56,026

負債純資産合計 95,932 87,107
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 59,876 60,377

売上原価 38,775 39,640

売上総利益 21,100 20,737

販売費及び一般管理費 ※ 17,336 ※ 18,220

営業利益 3,764 2,517

営業外収益   

受取利息 10 7

受取配当金 42 42

仕入割引 143 163

その他 69 65

営業外収益合計 266 278

営業外費用   

支払利息 23 18

売上割引 389 410

その他 53 51

営業外費用合計 467 480

経常利益 3,563 2,316

特別利益   

固定資産売却益 0 9

投資有価証券売却益 6 －

特別利益合計 7 9

特別損失   

固定資産除売却損 46 42

投資有価証券評価損 1 －

減損損失 0 8

厚生年金基金解散損失引当金繰入額 － 893

特別損失合計 48 944

税金等調整前四半期純利益 3,522 1,380

法人税等 1,403 655

少数株主損益調整前四半期純利益 2,119 725

四半期純利益 2,119 725
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,119 725

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 82 114

為替換算調整勘定 31 △17

退職給付に係る調整額 － △36

その他の包括利益合計 113 60

四半期包括利益 2,232 785

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,232 785

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,522 1,380

減価償却費 1,427 1,427

賞与引当金の増減額（△は減少） 35 △92

厚生年金基金解散損失引当金の増減額(△は減少) － 893

売上債権の増減額（△は増加） △76 4,705

たな卸資産の増減額（△は増加） △701 △1,241

仕入債務の増減額（△は減少） △5 △1,386

未払金の増減額（△は減少） 47 △1,636

その他 △397 △81

小計 3,851 3,967

利息及び配当金の受取額 52 49

利息の支払額 △20 △18

法人税等の支払額 △726 △3,248

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,157 750

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 － △500

有価証券の償還による収入 200 －

有形固定資産の取得による支出 △1,079 △1,277

有形固定資産の売却による収入 0 12

無形固定資産の取得による支出 △571 △256

投資有価証券の取得による支出 △1 △5

投資有価証券の売却による収入 9 －

その他 △1 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,443 △2,027

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,500 300

長期借入金の返済による支出 △799 △799

自己株式の取得による支出 △0 △4,115

配当金の支払額 △465 △698

その他 △57 △40

財務活動によるキャッシュ・フロー 177 △5,354

現金及び現金同等物に係る換算差額 24 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,916 △6,637

現金及び現金同等物の期首残高 27,204 31,321

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 29,121 ※ 24,684

 

EDINET提出書類

クリナップ株式会社(E02406)

四半期報告書

13/19



【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の

決定方法を退職給付の見込支払日までの平均期間を基礎とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が926百万円増加し、利益剰余金が602百万

円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（追加情報）

（厚生年金基金解散損失引当金）

当社及び当社連結子会社の一部が加入する「東京都家具厚生年金基金」の平成26年９月22日開催の代議員会に

おいて特例解散の決議がされたため、同基金の特例解散申請時の代行積立不足額に基づく当社グループの負担額

（概算）を引当計上することといたしました。

これにより、当第２四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書の「特別損失」に厚生年金基金解散損失引当

金繰入額893百万円、当第２四半期連結会計期間末の四半期連結貸借対照表の「固定負債」に厚生年金基金解散

損失引当金893百万円を計上しております。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、平成26年10月５日に創業65周年を迎えることを契機に、当社グループ従業員に対して自社の株式を交

付することで、当社グループ従業員の帰属意識と経営参画意識を醸成し、長期的な業績向上や株価上昇に対する

社員の意欲や士気の高揚を図り、長期的な企業価値向上を目指すことを目的とし、周年行事型のインセンティ

ブ・プランとして株式付与ＥＳＯＰ信託制度を導入しております。当該信託契約に係る会計処理については、

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成25

年12月25日）を適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、信託に関する諸費用の純

額を資産に計上しております。

１．取引の概要

当社が当社グループ従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出する

ことにより信託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社グループ従業員に交付すると

見込まれる数の当社株式を、当社から第三者割当によって取得します。その後、当該信託は株式交付規程に従

い、信託期間中の従業員の勤続形態に応じ、当社株式を在職時に無償で従業員に交付します。当該信託により

取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

当該信託の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受することができるため、株

価を意識した従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高める効果が期待できます。また、当該

信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使は、受益者候補である従業員の意思が反映される仕組みで

あり、従業員の経営参画を促す企業価値向上プランとして有効です。

２．信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第２四半期連結会計期間270百万円、

301千株であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

 １ 保証債務

 金融機関からの借入金に対する保証債務は、次の通りであります。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

従業員 36百万円 従業員 33百万円

 

 ２ 受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 2,510百万円 2,118百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次の通りであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日

　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

運賃荷造費・倉庫料 3,472百万円 3,804百万円

広告宣伝費及び販売促進費 991 1,109

給与手当・賞与 4,572 4,817

賞与引当金繰入額 831 824

退職給付費用 181 161

減価償却費 784 781

貸倒引当金繰入額 0 △7
  
 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 27,107百万円 22,670百万円

有価証券勘定 2,013 2,713

償還までの期間が３か月を超える債券 － △700

現金及び現金同等物 29,121 24,684

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日至平成25年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 465 10  平成25年３月31日  平成25年６月27日 利益剰余金

 

 ２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月７日　

取締役会
普通株式 465 10  平成25年９月30日  平成25年12月２日 利益剰余金
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日至平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 698 15  平成26年３月31日  平成26年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月７日　

取締役会
普通株式 418 10  平成26年９月30日  平成26年12月１日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、「株式付与ＥＳＯＰ信託口」が保有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれておりま

す。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成26年５月８日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条第１項及び当社定款の規定に基づく自己株式の取得及びその具体的な取得方法として自己株

式の公開買付けを行うことを決議し、普通株式5,000,000株、取得総額4,085百万円の自己株式を取得し、平成

26年６月５日をもって終了しております。

この自己株式の取得等により、当第２四半期連結会計期間末における自己株式は4,337百万円となっており

ます。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日至平成25年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平

成26年４月１日至平成26年９月30日）

 当社グループは、住宅及び店舗・事業所用設備機器関連事業とその他事業を行っておりますが、報告セグメン

トは単一セグメントであり、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 45円49銭 16円78銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 2,119 725

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 2,119 725

普通株式の期中平均株式数（千株） 46,591 43,257

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「株式付与ＥＳＯＰ信託口」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均

株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（当第２四半期連結累計期間　301千株）
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（重要な後発事象）

（自己株式の消却について）

当社は、平成26年11月７日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却するこ

とを決議いたしました。

１．消却する株式の種類 当社普通株式

２．消却する株式の数

 

5,000,000株

（消却前の発行済株式総数に対する割合　　10.65％）

３．消却予定日 平成26年11月25日

（ご参考）

消却後の当社の発行済株式総数は、41,942,374株となります。

 

２【その他】

平成26年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………418百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年12月１日

（注）１．平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、「株式付与ＥＳＯＰ信託口」が保有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれて

おります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月12日

クリナップ株式会社

取締役会　御中

 

仰星監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士  西川　一男　　印

 

 業務執行社員  公認会計士  鈴木　誠　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクリナップ株式

会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クリナップ株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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